
   大阪大学産業科学研究所規程 

 

第１条 この規程は、国立大学法人大阪大学組織規程第２１条第５項の規定に基づき、大阪

大学産業科学研究所（以下「研究所」という。）における必要な事項を定めることを目的

とする。 

第２条 研究所に所長を置く。 

２ 所長は､研究所の管理運営を統括する｡ 

３ 所長の選考等に関し必要な事項は、別に定める。 

第３条 研究所に所長の職務を補佐するため、副所長を置く。 

２ 副所長の選考等に関し必要な事項は、別に定める。 

第４条 研究所に次の研究部門及び研究分野を置く。 

第１研究部門（情報・量子科学系） 

量子システム創成研究分野 

界面量子科学研究分野 

先進電子デバイス研究分野 

複合知能メディア研究分野 

知能推論研究分野 

 知識科学研究分野 

知的インタラクション研究分野 

第２研究部門（材料・ビーム科学系） 

自然材料機能化研究分野 

金属有機融合材料研究分野 

 先端ハード材料研究分野 

 エネルギー・環境材料研究分野 

 励起物性科学研究分野 

 量子ビーム物理研究分野 

 量子ビーム物質科学研究分野 

第３研究部門（生体・分子科学系） 

 励起材料化学研究分野 

分子システム創成化学研究分野 

精密制御化学研究分野 

 複合分子化学研究分野 

  生体分子反応科学研究分野 

生体分子制御科学研究分野 

  生体分子機能科学研究分野 

 新産業創成研究部門 

新産業創造システム研究分野 

知的財産研究分野 

特別プロジェクト研究部門 

  第１プロジェクト研究分野 



  第２プロジェクト研究分野 

  第３プロジェクト研究分野 

２ 各研究分野に分野担当を置き、研究所の専任教授をもって充てる。ただし、新産業創成

研究部門及び特別プロジェクト研究部門の各研究分野の分野担当においては、この限りで

ない。 

３ 分野担当は、当該研究分野に関する業務を総括する。 

第５条 研究所に次の附属研究施設を置く｡ 

 産業科学ナノテクノロジーセンター 

 総合解析センター 

産業科学ＡＩセンター 

月面都市開発研究センター 

量子ビーム科学研究施設 

産業科学連携教育推進センター 

国際共同研究センター 

２ 附属研究施設に関し必要な事項は、別に定める。 

第６条 研究所に次の共通施設を置く｡ 

 試作工場 

無響実験室 

２ 前項の各共通施設に工場長又は室長を置き、研究所の専任教員をもって充てる。 

３ 工場長又は室長は、当該共通施設を管理する。 

第７条 研究所は、一般の委託により、研究、試験、試作等をすることができる。 

２ 受託研究、試験、試作等に関し必要な事項は、別に定める。 

第８条 研究所に研究所の研究及び教育に関し、必要な事項を審議するため、教授会を置く。 

２ 教授会に関し必要な事項は、別に定める。 

第９条 研究所に研究所の円滑な運営を図るため、役員会を置く。 

２ 役員会に関し必要な事項は、別に定める。 

第１０条 研究所に研究所の運営に関する重要事項について所長の諮問に応じるため、運営

協議会を置く。 

２ 運営協議会に関し必要な事項は、別に定める。 

第１１条 研究所に技術室を置く。 

２ 技術室に関し必要な事項は、別に定める。 

第１２条 研究所に事務部を置く。 

２ 事務部に関し必要な事項は、別に定める。 

第１３条  この規程に定めるもののほか、研究所に関し必要な事項は、教授会の議を経て、

所長が別に定める。 

   附 則 

１ この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 大阪大学産業科学研究所規程（昭和４３年３月１７日制定）は、廃止する。 

   附 則 

 この改正は、平成１６年１１月１８日から施行する。 



附 則 

 この改正は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正は、平成１７年１１月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正は、平成２０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正は、平成２１年５月２０日から施行する。 

   附 則 

 この改正は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正は、平成２２年１１月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正は、平成２５年９月１日から施行する。 

附 則 

 この改正は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正は、平成２９年６月１日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成３０年９月１日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成３１年２月１日から施行する。 

附 則 

この改正は、平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則 

この改正は、令和２年１０月１日から施行する。 

  附 則 

この改正は、令和３年４月１日から施行する。 



  附 則 

この改正は、令和４年１２月１日から施行する。 

  附 則 

この改正は、令和５年４月１日から施行する。 

附  則 

この改正は、令和６年６月１日から施行する。 

附 則 

この改正は、令和７年５月１日から施行する。 


